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防災訓練の実施について

１．訓練概要

本訓練は、首都直下地震等大規模かつ広域的な災害が発生し、東京湾臨海部基幹的

広域防災拠点（東扇島地区）が液状化現象等による被災を受けた場合に民間との協力

体制を確保することにより、速やかに所期の機能が発揮出来るよう、適切な応急復旧

体制の確立と災害対応能力の向上を図ることを目的に、「作業員参集訓練」、「障害物

調査訓練」、「応急復旧用重機海上輸送訓練」、「応急復旧訓練」及び「照明機材等展開

訓練」を実施します。

なお、訓練時は一般の方が見学できる観覧席を設けておりますので、是非ご参観下

さい。

また、防災に関する知識を深めていただくため、防災パネルを展示しますので、併

せてご覧下さい。

２．実施場所：東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（東扇島地区）【東扇島東公園】

東扇島３１号岸壁及び荷さばき地

３．訓練日時

平成２３年１月１９日（水）訓練実施時間 ９：１５～１２：００

【予備日：１月２５日（火）同時間】

受付場所・時間は「訓練会場案内図」のとおり

４．訓練項目

・作業員参集訓練

・障害物調査訓練

・応急復旧用重機海上輸送訓練

・応急復旧訓練

・照明機材等展開訓練

５．訓練参加機関

主催：関東地方整備局

参加機関：（社）日本埋立浚渫協会関東支部



各訓練実施場所 

※ 照明機材等展開訓練は防災拠点・３１号岸壁  
  全体で実施 

東扇島３１号岸壁 

作業員参集訓練 
障害物調査訓練（隣接海域で実施） 
応急復旧用重機海上輸送訓練応急復旧用重機海上輸送訓練 
応急復旧訓練① 

応急復旧訓練②で使用 
する砕石の採取場所する砕石の採取場所

応急復旧訓練② 

作業員参集訓練 

応急復旧に従事する作業員を横浜港南本牧地区から船舶を使用して参集させる訓練を実施し応急復旧に従事する作業員を横浜港南本牧地区から船舶を使用して参集させる訓練を実施し
ます。 

防災拠点 

横浜港南本牧地区 



障害物調査訓練 

応急復旧用重機を輸送する船舶が係留する耐震強化岸壁前面（東扇島３１号岸壁）に障害物応急復旧用重機を輸送する船舶が係留する耐震強化岸壁前面（東扇島３１号岸壁）に障害物
等がないか、船舶のソナーにより調査する訓練を実施します。 

耐震強化岸壁（東扇島３１号岸壁） 

応急復旧用重機海上輸送訓練 

応急復旧用の重機等を横須賀港久里浜地区からガット船 を使用して輸送し クレーン付台※ 応急復旧用の重機等を横須賀港久里浜地区からガット船  を使用して輸送し、クレ ン付台
船により耐震強化岸壁に陸揚げする訓練を実施します。 

※バケット・クレーンを装備した自航式運搬船 

東京港 

千葉港 

川崎港 
防災拠点 

ガット船（H21 3 17 防災訓練より）

横浜港 

ガット船（H21.3.17 防災訓練より）

横須賀港 

横 賀港久 地

クレーン付台船による重機の陸揚げ（H22.2.25 防災訓練より） 

横須賀港久里浜地区



応急復旧訓練① 

発災時には耐震強化岸壁上のグレーチング  落下や岸壁背後の陥没により、応急復旧※ 

用重機が防災拠点へ移動できない可能性があるため、応急復旧として仮設通路を設置す
る訓練を実施します。 ※鋼材を格子状に組んだ溝蓋 

岸壁背後の陥没 
耐震強化岸壁耐震強化岸壁

（東扇島３１号岸壁） 

グ グ 落グレーチングの落下 

岸壁背後の陥没 
2005.3 福岡県西方沖地震 

出典：耐震強化岸壁の機能を確保するための耐震スロープの提案、 
（独）港湾空港技術研究所 耐震構造研究チーム 

応急復旧訓練② 

発災時には防災拠点内の液状化現象による不陸や噴き出した水により、緊急物資の輸送活動
に支障が生じることから、砕石などにより応急復旧する訓練を実施します。 

敷鉄板 敷設敷鉄板の敷設 

液状化による被害 
1995.1 阪神淡路大震災 

出典：神戸 災害と戦災資料館、 
神戸市行財政局行政監察部庶務課 神戸市行財政局行政監察部庶務課

砕石の敷き均し 



照明機材等展開訓練 

夜間の作業性確保のため、照明機材の展開及び既存照明施設に発動発電機を接続して
点灯する訓練を実施します。 

照明機材 

発動発電機

既存照明施設 

発動発電機 



 

 

 

 



ＦＡＸ送信表

関東地方整備局港湾空港部

港湾空港総室　宛

FAX番号　０４５－２１１－０２０３

防災訓練取材申し込み書

会 社 名

担 当 者 名

連絡先：部署等

電 話 番 号

取材体制 ： 人数

レポーター 有無 有 無

インタビュー有無 有 無

連　絡　事　項

連絡事項欄は、インタビュー内容や担当者が訓練によって異なる場合等適宜ご利用ください。

※電話、Ｅ－ｍａｉｌでも登録いただけます。

※インタビュー内容についてこちらから問い合わせをする場合がございます。

■連絡先

〒231-0003　横浜市中区北仲通5丁目57番地　横浜第２合同庁舎１４Ｆ

電話：０４５－２１１－７４０７ ＦＡＸ：０４５－２１１－０２０３

E-mail　info-i83ab@pa.ktr.mlit.go.jp

※ご提供いただいた個人情報は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律にのっと
り、本件に関するご連絡のみに利用し、厳正な管理により取り扱います。
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